


　≪担当課及び審議会の評価≫

　▼Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの５段階

【評価対象】

　▼審議会評価を点数で算出

　新型コロナウイルスによる影響を受けているため評価をすることが困難であり、
評価対象としなかったもの。

　第２次栗原市環境基本計画に基づき令和３年度に実施した事業について、事業所
管部署が評価した内容を栗原市環境審議会において点検と評価を行い、当該年度の
施策評価及び総評としてとりまとめたものです。

　（評価の目安）Ａ … 目標を達成することができた。
　　　　　　　　Ｂ … 目標を概ね達成することができた。
　　　　　　　　Ｃ … 目標は未達成であるが、計画した取組を実施することができた。
　　　　　　　　Ｄ … 目標が未達成であり、計画した取組も一部未達成のものがある。
　　　　　　　　Ｅ … 全取組を実施しなかった。

　▼事業所管部署数 … １８部署　　　▼実施事業数 … ５８事業

　①事業所管部署において個別事業を評価（自己評価）
　②事業所管部署による評価結果を環境審議会において点検して評価
　③環境審議会委員による点検・評価結果を点数化して施策を評価
　④環境審議会委員より点検・評価に際しての意見等を収集
　⑤環境審議会委員から収集した意見等を総評として整理

　　基本点数 … 評価　Ａ（100点）・Ｂ（80点）・Ｃ（60点）・Ｄ（40点）・Ｅ（20点）
　　施策点数 … 基本点数にそれぞれの事業数を乗じ、合計点を施策の事業数で割る。
　　　　　　　　例）「施策Ａ森林の保全」の場合
　　　　　　　　　　評価Ａ（100点）×２事業＝200点
　　　　　　　　　　評価Ｄ（ 40点）×１事業＝ 40点
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （合計点）240点
　　　　　　　　　240点（合計点）÷３事業（事業数）＝80点【施策評価点数】⇒Ｂ評価

　（評価の目安）　９１点から１００点まで　⇒　Ａ評価
　　　　　　　　　７１点から　９０点まで　⇒　Ｂ評価
　　　　　　　　　５１点から　７０点まで　⇒　Ｃ評価
　　　　　　　　　３１点から　５０点まで　⇒　Ｄ評価
　　　　　　　　　２０点から　３０点まで　⇒　Ｅ評価



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 年間150ha以上

実績値  年間　0ha

（農林畜産課） 結　果 未達成

目標値 50ha以上

実績値 86.82ha

（農林畜産課） 結　果 達成

目標値 2,300ha

実績値 2,300ha

（農林畜産課） 結　果 達成

目標値 １件

実績値  ０件

（農林畜産課） 結　果 未達成

目標値 490㎥

実績値 52.419㎥

（農林畜産課） 結　果 未達成

目標値 150組織

実績値 137組織

（農業政策課） 結　果 未達成

目標値 年間5ｈａ以上

実績値 321ha

（農業委員会） 結　果 達成

Ｂ

１：実績値がゼロであり、D評価とせざるを得ない。森林の有す
る多面的機能を発揮されるよう、森林整備地域活動を支援す
る事業は極めて重要である。
　 私有林の集積化は難しい面もあると思うが、今後の方向性
の中に具体的な目標値を示すなどの意欲が必要である。

２：市及び地球の環境保全のため、今後も適正な森林整備に
努めていただきたい。
　目標は達成されているものの、実績値が減少傾向にあり、特
に栗原産材の流通量が減少している点が気になる。
　林業・環境のみならず分野横断的な取り組みなど、一層推進
されたい。

３：目標値は達成されているものの、前年度評価同様に、私有
林巡視業務の成果を可視化することを検討されたい。
　巡視がどのような効果を生んでいるのか、アウトカムによる目
標項目・目標値の設定への見直しが必要と考える。

2

栗原市の森林面積は約４４，０００ha
で森林率は５５％となっている。森林
は、植林し保育・間伐、木材生産し、
再度植林することで、循環できる唯
一の資源であり、水源のかん養や二
酸化炭素の吸収による地球温暖化
防止に寄与することができる。

A

3

人工林での間伐や枝打ち、里山林
での広葉樹植栽等を積極的に進め
る手法や、保育期にある森林の整備
と同時に、主伐期に達した立木の活
用方法についても検討する必要が
あるこから、市有林約2,300haの巡視
業務により現状等を把握する。

市有林巡視業務

市有林巡視面
積 Ａ Ａ

D Ｄ

Ａ

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

1

森林の有する多面的機能が発揮さ
れるよう、森林所有者等による森林
経営計画の作成、森林施業の集約
化の実施に不可欠な地域活動を支
援する。

森林所有者等が面的なまとまりを
持って、森林経営計画を作成するた
めに必要な活動を実施した者（森林
組合等）に対し、補助金を交付した
もの。

協定締結面積

適正な森林整備の推進（植林、下
刈、除伐、保育間伐）、栗原産材の
流通量拡大など

森林整備の実
施面積

6

農業者だけではなく地域団体等が
幅広く参加する組織により農地・農
業施設の維持保全、農村景観など
を守る地域共同活動の実践や、環
境にやさしい営農活動への支援を
実施する。

・146組織が共同活動として、農地・
農業施設等の維持管理や生態系保
全、景観形成等農村環境向上活動
を実施。
・上記の内23組織が施設の長寿命
化のための活動として、水路の布
設・補修活動を実施。

活動組織数

市内においても、被害発生を加速さ
せる高温少雨の気象条件等により、
被害木が増加していることから、伐
倒駆除等の措置を行ない被害の蔓
延防止や景観保全等を図る。

伐倒駆除・地上散布・松くい虫被害
調査

被害木の材積
量

7

・遊休農地（荒廃農地）の実態把握
と発生防止・解消
・農地の違反転用の早期発見と発
生防止対策等について重点的に取
組むため

・重点地域（周辺農地に及ぼす影響の
大きい地域）を設定する。
・関係機関等の協力を得て、管内すべ
ての農地を対象に目視による巡回調査
を実施する。
・パトロールの結果、遊休農地や違反転
用を発見した場合は、必要な助言指導
を行う。

遊休農地（荒
廃農地）の解
消面積

Ａ Ａ

4

近年、環境問題への関心が高まる
中、環境貢献や社会貢献を目的とし
た森林づくりに取り組みたいと考え
ている企業等が増えていることから、
県実施事業であるみやぎ里山林協
働再生支援事業により里山林等の
維持管理を図る。

みやぎの里山林協働再生支援事業
への登録　（県実施事業）

新規協定件数

Ｃ

Ｃ Ｃ

5 Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

４：登録５件からの進捗が図られておらず、登録から協定に至ら
ない理由及び協定に向けた具体的なアプローチ方法につい
て説明がほしい。
　また、事業を推し進めるにあたり、県事業の活用では困難な
面もあると思われるため、市での取組みが可能な目標項目・目
標値の設定の見直しについても検討されたい。

５：目標未達成であり、かつ目標値と実績値の乖離が年々大き
くなっており、被害面積が抑えられている表れなのか、事業の
進捗が図られていないのか、評価の判断ができない。
　森林病害虫等防除事業は極めて重要な取組みであり、進捗
の遅れであれば、被害拡大防止に一層推進されたい。
　前年度総評にもあるとおり、各年次の調査目標・範囲・巡視
結果について明確に説明されたい。

６：地域コミュニティの維持という面でも重要な施策である。
　組織数の維持及び決算額の増加という点から各組織の活動
量も増えていると推察され、評価できる。各組織の実情に応じ
た指導・助言について継続されたい。
　また、今後の方向性として、組織の広域化を想定した活動面
積への目標設定の見直しについても評価できる。

７：目標値を大幅に超えており評価できるが、乖離が大きいた
め、対象面積等の実態に即した目標値設定への見直しを検討
されたい。
　一方で、管理能力がありながら長年、荒廃農地が解消されな
いケースも実際にあることから、改善に向けた一層の取組みを
強化されたい。

2



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評
施策・事業名

（担当課）
Ｒ３進捗状況

目標値 260人

実績値 100人

（農業政策課） 結　果 未達成

目標値 160ha

実績値 48.95ha

（農林畜産課） 結　果 未達成

目標値 735人

実績値 660人

（農業政策課） 結　果 未達成

目標値 ３箇所

実績値 ３箇所

（農業委員会） 結　果 達成

目標値 ２箇所

実績値 ０箇所

（農村整備課） 結　果 未達成

目標値 15人以上

実績値 10人

（農林畜産課） 結　果 未達成

土地利用型担い手農業者の育成、
農地流動化の促進のため、利用権
設定に対する集積助成金を交付。
担い手農業者の経営安定と遊休農
地の解消を図る。

農地集積

農地移動適正化斡旋事業、農用地利用
集積事業及び農地保有合理化促進事
業により農業経営基盤強化促進法に基
づく水田に係る利用権を設定した者に
農地集積補助金を交付することにより、
農地集積を推進し、農地の規模拡大、
有効利用、集団化等による生産性の高
い農業経営を目指す。

8

農業者等が化学肥料・化学合成農
薬の５割低減の取組とセットで、地
球温暖化防止を目的とした、農地土
壌への炭素貯留に効果の高い営農
活動や生物多様性保全に効果の高
い営農活動に取組む場合に支援を
行います。

地球温暖化及び生物多様性保全に
効果の高い営農活動に取組む農業
者の支援を図るため、環境保全型
農業を行う農業者に交付金を交付
する。

取組者数

Ｃ

11

農業者の高齢化、後継者不足によ
る農地の荒廃増加が危惧されてい
ることから、委員自ら復元作業をモ
デル的に実施し、耕作放棄地解消
事業の周知を図るとともに、地域の
担い手等へ利用権設定を推進する
ため。

・各区毎１箇所復元可能な農地を選定
（所有者から復元作業および担い手等
への利用権設定の同意を得た農地）
・作業に必要な農機具等は委員の持ち
込みとし、伐採、草刈、耕起等荒廃農地
の状況に合わせ耕作できる状態に復元
する。
・復元完了後は、地域の担い手等に利
用権設定の斡旋を行う。

実施箇所（１区
～３区　各１箇
所）

Ａ Ａ

10

中山間地域の農業・農村では、平地との
生産条件の不利や農村地域の高齢化、
担い手不足により維持管理等が危ぶま
れている。このため、中山間地域等直接
支払交付金事業により農業・農村の有
する水源かん養機能、洪水防止機能等
の多面的機能の維持・継続を支援する
もの。

中山間地域の農用地の保全、多面
的機能の確保

組織の構成者
数

８：取組面積・取組者数ともに減少傾向にあるため、みどりの食
料システム戦略を積極的に推進し、環境保全型農業による生
産物が、高い競争力を持つよう、消費者をはじめ関係機関との
連携推進の取組みを期待したい。
　また、人口減少という社会的課題を踏まえた目標項目・目標
値の見直しを検討されたい。

９：目標値に対して実績値の乖離が年々大きくなっているが、
そもそも担い手への農地集積は、個人（出し手）の意思による
ところなので、面積目標の設定に違和感があるため、目標項
目・目標値の設定を見直すべきである。

10：目標は未達成ながら、協定数・構成者数・協定面積ともに
前年度実績を上回っており、評価できる。
　また、今後の方向性として、組織の広域化を想定した活動面
積への目標設定の見直しについても評価できる。

11：モデル事業であることから、目標どおりに事業が実行され
ている点は評価できるが、地域の担い手候補への積極的な広
報展開や、委員から地域に広げていく工夫をすることで、耕作
放棄地解消という本質的な目標達成につなげられたい。

12：前年度総評と同様に、ソフト面の遅れについては早急な改
善が必要である。担当課における評価の考え・方向性につい
て毎年同様の内容となっていることから、今後は本事業の効果
の発現に関する説明を加えてほしい。

13：未達成であるものの、新規就農者数は少しずつ増加してい
る。後継者不足解消だけに留まらず、環境や地域活性への波
及効果を含めた制度の運用を検討されたい。12

農作業効率を上げるため、環境に
配慮した工法により農地の区画を大
きくし、担い手へ集積する。

計画段階で、環境に配慮した工法
を取り入れる。

完了数（環境
に配慮した工
法を取り入れ
たもの）

Ｃ Ｃ

13

農業の担い手を育成するため、農
業の経営及び技術を習得するため
の就農研修を受ける者に対し、研修
支援事業を実施することにより、農
業の担い手を確保し、意欲ある農業
者の育成に資する。

新規就農者やＵターンによる就農者
に対し、技術習得に必要な研修等
の支援の実施や青年農業団体に補
助金を交付することにより、事業の
活性化を図る。

新規就農者数 Ｃ Ｃ

Ｃ Ｃ

Ｃ Ｃ

9 Ｃ Ｃ

（再掲）

3



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 5mg/L以上

実績値 2.6mg/L

（環境課） 結　果 未達成

目標値 150人以上

実績値 671人

（環境課） 結　果 達成

目標値 127a／1,406千円

実績値 560a／ 6,127千円

（農林畜産課） 結　果 未達成

目標値 220万人

実績値 131万人

（田園観光課） 結　果 未達成

目標値 220万人

実績値 131万人

（田園観光課） 結　果 未達成

目標値 500人以上

実績値 42人

（農林畜産課） 結　果 未達成

目標値 100%

実績値 100%

（都市計画課） 結　果 達成

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

Ｃ Ｃ

イノシシによる
農作物の被害
面積／被害金
額

Ｃ Ｃ

B Ｂ

伊豆沼の溶存
酸素量

水生植物の適正な管理、沈水植物
の復元、在来魚類・貝類の増殖・移
植、水鳥飛来状況等のモニタリン
グ、湖沼内負荷対策、流入負荷の
低減、浅底化対策、観光業や農業
などの地域産業との連携など

伊豆沼・内沼の自然再生（昭和55年
7月の洪水被害を受ける以前の頃の
自然環境を取り戻すこと）を目指す。

17

Ｂ

14

14：水質だけを見ればその結果だが、生物多様性の復元とい
う目的に照らせば、ゼニタナゴなどの絶滅危惧種の繁殖など、
生物相の回復が認められる。
　目標が溶存酸素量で設定されているが、適切な目標項目・
目標値への設定の見直しが必要である。

15：コロナ禍でも前年度を大幅に上回る実績を達成し、高く評
価できる。自然体験講座以外にも、研修・視察等の受け入れも
増加しており、次期計画ではこの実績を受け、次のステップと
して取り組むべき目標に向かうことを期待したい。

16：被害面積/被害金額ともに大きく増加しており、今後、さら
に獣害の増加・拡大も予測されるため、対策の強化が必要で
ある。
　狩猟免許の新規取得者の状況、実施隊組織の活動状況、
防護柵の設置状況など、取組みに関する具体的な説明が必
要である。

15

水鳥の生息地として国際的に重要
な湿地及びそこに生息・生育する動
植物の保全を促し、湿地の懸命な
利用を進めるため。

公益財団法人伊豆沼内沼環境保全
財団の事業への協力や共催による
事業運営、ラムサール条約登録湿
地関係市町村会議への参加、伊豆
沼・内沼自然再生協議会への参
加、関係機関との連携並びに情報
交換など

自然体験講座
の参加人数 Ａ Ａ

16

昨今、野生動物の出没により、農作
物の被害が増加し、人的被害も懸
念されるため、市鳥獣被害防止対
策協議会や市鳥獣被害対策実施隊
と連携し、被害防止策を講じる。

・市鳥獣被害対策実施隊への費用
弁償、わな設置謝礼、クマ、シカの
わな見回りの際の費用弁償等の対
応。
・農作物被害防止防護設備設置補
助金、狩猟免許等取得補助金など

関係機関と協力しながら、特産品の
販売を通じて栗原市の情報発信と
認知度の向上を図る。

・仙台圏や連携都市で開催される各
種物産市における販売と観光ＰＲ
・宮城ふるさとプラザ等におけるアン
テナショップへの出展と観光ＰＲ

Ｂ

17：コロナ禍の影響を受ける中で、少ない機会を捉えたイベン
ト参加・ＳＮＳによる情報発信の開始など、今後の成果に期待
したい。
　なお、目標値の設定については県公表の誘客人数以外にも
取組みのパラメータがあると思われるため、目標項目・目標値
の見直しを検討されたい。

18：目標は未達成であるものの、ウェブサイトのアクセス数にお
いて、前年比204％となるなど、コロナ終息後の観光誘客数の
増加につながることを期待したい。
　なお、目標値の設定については県公表の誘客人数以外にも
取組みのパラメータがあると思われるため、目標項目・目標値
の見直しを検討されたい。

19：目標値の未達成には、新型コロナウイルス感染拡大の影
響が大きいと思われる。
　そのような中で栗原地元食講座や十文字商店定期便などを
実施するなど、取組みへの姿勢は高く評価できる。

20：公園の定期点検も重要であるが、目的に記されている「住
民の憩いの場としての快適な環境の確保」という観点で見る
と、前年度総評のとおり、草刈の不十分・ごみの投げ捨て等の
指摘もある。
　行政と地域・ボランティアとの連携を模索するなど、次のス
テージを目指した今後の取組みに反映されたい。

B

観光客誘客人
数

Ｂ

Ａ Ａ

Ｃ Ｃ

18

雑誌、新聞等の紙メディア、テレビ、
ラジオ等の放送メディア、さらにはイ
ンターネットのｗｅｂサイトやソーシャ
ルネットワークシステム（ＳＮＳ）など
を活用した観光情報を継続的に発
信することにより、誘客拡大を図るこ
とを目的とする。

・旅雑誌・新聞等への広告掲載、ラジ
オ・テレビ番組・インターネットやＳＮＳに
よる観光情報発信
・大規模イベント等へのブース参加、ＪＲ
東日本駅構内での看板掲示などによる
観光情報発信
・インバウンド推進に向けた観光情報発
信

観光客誘客人
数

20

市が管理している公園など定期的
な維持補修を行い、地域住民の憩
いの場として、より快適に利用できる
よう維持管理に努める。

公園の点検　各月１回

月１回以上点
検した公園の
個所数１００％

19

農村との交流により、農業・農村に
対する関心や理解を深めてもらうこ
とを目的し、また、農業者を主とした
グリーン・ツーリズム実践者等の人材
の育成を目的とする。

栗原市の自然や美しい農村景観、
農林産物の生産技術、生活・文化
等の地域資源を活用し、都市住民
等を受け入れる体験活動の実施及
び農林産物等の販売促進事業等を
実施し、地域活性化を図る。

交流人口（グ
リーンツーリズ
ム）

4



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 年間5件以下

実績値 ６件

（環境課） 結　果 未達成

目標値 年間1件以下

実績値 0件

（環境課） 結　果 達成

目標値 87.0%

実績値 83.1%

（施設課） 結　果 未達成

目標値 2,400ｍ

実績値 167.3ｍ

（施設課） 結　果 未達成

目標値 2箇所で4回実施

実績値 2箇所で4回実施

（環境課） 結　果 達成

目標値
測定：2地点
評価：8区間

実績値
測定：2地点
評価：8区間

（環境課） 結　果 達成

目標値 19事業所

実績値 4事業所

（環境課） 結　果 未達成

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

21

騒音・振動・悪臭等の公害苦情にお
ける原因者に対して、指導等による
改善を図り、住み良い街づくりを目
指す。

公害の未然防止対策を推進するとと
もに、関係機関との協力により公害
苦情の適正な処理に努める。
水質検査や酸性雪検査、自動車騒
音の常時監視による騒音測定を行
い、市民生活の環境の把握に努め
る。

公害苦情通報
件数 Ｃ Ｃ

Ｂ

21：公害苦情通報件数が倍増しており、未達成となっている
が、重要なのは公害発生の未然防止と、発生後の迅速・適切
な対応であり、これらに関する説明がほしい。
　なお、次期計画においてはこれらの観点を含めた目標項目
の見直しが必要である。

22：前年度の総評を踏まえた対応を検討していることは評価で
きる。一方で、漏油発生件数は年々、増加傾向にあるため、未
然防止にかかる市民・事業者への啓発活動の徹底が必要であ
る。

23：未達成であるものの、実績は着実に向上しており、各種補
助・あっせん事業の件数も増加傾向にあることから、取組みの
成果が現れていると評価できる。
　達成年次における目標達成に向けて継続して取り組んでい
ただきたい。

24：目標値に遥かに及ばず残念である。優先度の高い事業で
あり、他事業との調整が必要なのは理解できるが先送りすべき
ではない。
　更新完了までの期間を延長することによって健康リスクが増
大するため、これまでの遅れを取り戻すようなスピードアップを
期待したい。

22

漏油事故は、市民生活を脅かすお
それがあるため、迅速な対応による
被害拡大の防止を目指す。

関係機関の連絡体制及び漏油事故
時の対応を明確にするために作成
したマニュアルの更新（人事異動、
組織改編等の確認）するとともに、事
故対応時に必要となる資機材の適
正な在庫管理を行う。

漏油等による
水質事故件数
（初期対応の遅れ
による取水制限等
の事故発生件数）

Ａ A

24

アスベストに関する市民の健康被害
を防止するため。

アスベスト相談窓口の設置や石綿セ
メント管布設替工事を行う。

石綿管の更新 Ｃ

25

大気汚染などにより酸性雨（雪）が
発生しており、特に東北地方では日
本海側で酸性雪が観測されている
ことから、モニタリングを行い、市内
の酸性雪の状況を把握する。

市内２箇所（市役所本庁舎及びハイ
ルザーム栗駒）において、毎年１月
下旬から２月中旬の時期に調査を
実施する。 Ａ

Ｂ

25：酸性雨（雪）調査を継続してデータの蓄積を図ることは重要
である。ただし、モニタリングの意義については再検討された
い。

26：モニタリングの実施に関しては計画どおりだが、この３年
間、騒音に係る環境基準の超過事例が認められており、これ
への対応についても説明されたい。

27：この４年間、未達成の状況が続いている。全部で19事業所
であり、対象が明確であるならば対応すべきである。
　前年度の総評を踏まえ、改善策を講じるとともに、対応ができ
ない理由に関して説明がほしい。26

主要幹線道路の自動車騒音レベル
を測定し、必要な評価を行い、市内
の自動車交通による騒音の状況を
把握する。

自動車騒音常時監視に係る実施計画を
策定（見直しを含む。）し、騒音の測定、
面的評価を実施する。 モニタリングの

区間及び調査
地点数

Ａ

モニタリング回
数

Ｄ

Ｃ Ｃ

27

市等と事業者で締結している公害
防止協定において、水質に係る取り
決め（水質検査、結果報告等）があ
る場合は、定期的に水質検査の報
告を受け、水質汚濁の監視を行う。

公害防止協定において、水質に係
る取り決め（水質検査、結果報告義
務等）がある１９事業所から協定に基
づく報告を受ける。

報告を受け協
定を遵守する
事業所数

Ｄ

Ａ

Ａ

23

生活及び地域環境の整備、公共用
水域の水質改善のため。

下水道接続率向上対策として、各
種補助制度の地区説明会を行うとと
もに、広報紙及びホームページ等で
広くＰＲしながら、接続率向上に努め
る。

水洗化率

Ｃ

5



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 758g/人･日

実績値 801g/人･日

（環境課） 結　果 未達成

目標値 65%以上

実績値 55%

（衛生センター） 結　果 未達成

目標値 10,000,000円

実績値  7,875,045円

（農林畜産課） 結　果 未達成

目標値 100.0%

実績値 100.0%

（施設課） 結　果 達成

目標値 100.0%

実績値 100.0%

（施設課） 結　果 達成

目標値 １種類以上の使用

実績値 １種類以上の使用

（建設課） 結　果 達成

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

28

栗原市一般廃棄物処理基本計画を
策定し栗原市、事業者及び市民が
循環型社会の形成を目指して、そ
れぞれが適切な役割分担のもとで
連携し、積極的に施策に取組んで
いく。

・ごみ収集カレンダーの発行による、
ごみの分別や減量化の周知
・いどう市民セミナーの実施

一人1日当たり
のごみ排出量 Ｃ Ｃ

Ｂ

28：年を追うごとに目標達成が遠のいており、減量化の取組み
を強化する必要がある。ごみの分別収集も含めた、より細かな
対応と市民への周知方法を工夫しながら、ごみの減量化を推
進されたい。

29：目標値に届かなかったものの、農地還元割合の実績値は
年々、上昇しており、広報の効果の表れと評価する。継続した
取組みを期待したい。

30：目標は未達成だが、前年度総評のとおり、利用方法を知ら
ない市民も多いので、引き続き周知されたい。
　また、基準年次と比較すると、実績は目標に近づいているが
頭打ち感も否めない。利用促進に向けて、仕組みの見直しも
含め検討されたい。

31：脱水汚泥のリサイクル率は100％を達成し続けているが、肥
料・コンポストとしての利用率を高めていくことが良いのではな
いか。

32：浄水発生土のリサイクル率は100％を達成し続けているが、
中間処理業者を介してのリサイクルが実態である。
　園芸用土としての利用など、さらなる工夫の検討が必要であ
る。

33：前年度の総評のとおり、建設廃棄物の再資源化の利用に
係る目標値が低いので、見直しを検討されたい。
　また、「宮城県グリーン製品」の購入が、建設廃棄物の再資
源化にどの程度貢献するのか、より具体的な評価についても
検討されたい。

29

循環型資源再生利用の推進のため し尿の処理工程で発生する汚泥に
薬品を添加し脱水して、汚泥肥料と
して利用を希望する市民に無料で
配布している。

発生汚泥を堆
肥化し農地等
に還元した割
合

Ｃ Ｃ

30

家畜排せつの適正な処理を行い、
生産された有機肥料を利用した環
境保全型農業を推進することによ
り、悪臭・水質汚濁等の畜産経営に
起因する環境汚染の防止と、経営
の合理化及び耕畜連携の促進を図
る。

堆肥搬入量、肥料生産量、肥料販
売量

肥料販売額 Ｃ Ｃ

Ａ33

建設副産物のリサイクルを計画的か
つ効率的に実施

宮城県が策定した「宮城県グリーン
製品」の利用促進に関する指針を
参考に、所管する工事等において、
「宮城県グリーン製品」の利用促進
に努める。石綿セメント管布設工事
を行う。

「宮城県グリー
ン製品」を使
用可能な工事
で１種類以上
の使用

Ａ

Ａ

32

水道の浄水過程で発生する浄水発
生土を、資源循環システムの構築と
環境への負荷の低減を目的に、リサ
イクル処理を行う。

浄水発生土を中間処理業者に排出
し、建設再生土として再利用する。

浄水発生土の
リサイクル率 Ａ Ａ

31

現在、瀬峰・高清水浄化センターから排
出された汚泥は、緑農地利用（肥料、コ
ンポスト化）や建設資材利用（セメント原
料化）を行っており、引き続き、脱水汚泥
の全量リサイクルを完遂することにより、
資源循環型社会の形成に寄与する。

瀬峰・高清水浄化センターから排出
された脱水汚泥を、緑農地利用（肥
料、コンポスト化）や建設資材（セメ
ント原料化）による全量リサイクルを
完遂する。

脱水汚泥のリ
サイクル率 Ａ

6



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 60件以下

実績値 69件

（環境課） 結　果 未達成

目標値 年１回以上

実績値 年１回実施

（環境課） 結　果 達成

目標値 年２回以上

実績値 年２回実施

（農林畜産課） 結　果 達成

Ｂ

34：目標未達成となり、件数も大幅に増加したのは残念であり、
今後の方向性についても前年度より後退した感がある。
　そもそも不法投棄を行うような住民や事業者の意識改革を行
うのは至難かと思慮される。
　その点を踏まえ、次期計画では、目標項目と目標値の見直し
についても検討されたい。

35：コロナ禍でクリーンナップ作戦を実施したことは評価できる
ので、今後も継続した取組みを期待したい。
　なお、参加団体数・参加者数などについても取組み実績とし
て説明が必要である。

36：コロナ禍で回収事業を計画どおり実施したことは評価でき
る。マイクロプラスチック問題等に鑑み、適正処理の徹底が求
められているので、継続した取組みと適正処理の必要性の周
知徹底をお願いしたい。
　なお、実施回数については、ニーズに応じて回数を増やすこ
とも検討されたい。

Ａ Ａ

36

クリーンナップ
作戦の実施回
数

農業環境規範をはじめとした、人と
環境にやさしい農業を目指し、農業
用廃プラスチックの適正処理の周知
徹底と分別処理を実施することで、
循環型社会の形成に資する。

農業用廃プラスチックの適正処理を
推進するため、適正処理の周知徹
底と分別回収を実施する。 農業用廃プラ

スチックの回
収事業の実施
回数

Ａ

35

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

C Ｃ不法投棄物撤
去件数

不法投棄パトロール、各地区一斉清
掃、資源回収事業、広報紙・看板設
置事業による啓発活動などを実施
する。

不法投棄を防止し、ゴミのない綺麗
な街づくりを目指す。

市の豊かな自然を守り、快適な生活
環境の保全を目指す。

公有地へ不法投棄されているごみ
を、関係団体（市公衆衛生組合連合
会及び（一財）宮城県産業資源循環
協会県北支部）と協力しながら期間
を定めて重点的に回収・撤去する。

Ａ

34

7



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 100%

実績値 100%

（管財課） 結　果 達成

目標値
160,684㎏-CO2

（Ｒ3：19基）

実績値
13,507.93㎏-CO2

（Ｒ3：19基）

（建設課） 結　果 達成

目標値 32.8ｔ-CO2削減

実績値 32.7ｔ-CO2削減

（環境課） 結　果 未達成

目標値
グリーン製品の品

目等の調査

実績値
グリーン製品の品

目等の調査

（管財課） 結　果 達成

目標値
国の再生エネルギー
施策の動向の把握

実績値
再生可能エネルギー
発電事業に関する条

例の施行

（環境課） 結　果 達成

目標値
23,442,468kg-CO2

実績値
24,803,877kg-CO2

（379施設）

（環境課） 結　果 未達成

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

37

低公害車の導入により地球温暖化
防止策を推進し低炭素社会の実現
を図る。

一般事務車両の更新に当たって
は、低公害車を購入し、順次、低公
害車への切り替えを行う。また、保有
車両の適正化（減）を図る。

一般事務連絡
用車両購入の
際の低公害車
の比率

二酸化炭素排
出量の削減

温室効果ガス
排出量

42

地球温暖化対策の推進に関する法
律第21条第1項に基づき、市役所の
事務事業に関して、職員自ら率先し
て温室効果ガスの排出削減に取り
組むことにより環境負荷の低減を図
ることを目的としている。

Ａ Ａ

Ａ

37：今後も引き続き低公害車を導入していただきたい。今後は
世界的に電気自動車が普及されるので、計画的に導入すべき
と考える。

38：LED化を速やかに実施することで、電気料金の削減、ラン
プ交換頻度の低下というメリットも大きいため、今後も継続した
取組みを期待したい。
　速やかに実施することで経済的メリットも大きくなる可能性が
あるので、事業のスピードアップについて検討されたい。

39：目標はほぼ達成していると評価できる。
　令和３年度から補助対象外となったペレットストーブについて
は、栗原で算出された木材を燃料としたストーブの普及を図る
ことで、林業と環境の相互利益につながると思われる。

40：調査に３年もかける必要性が不透明。グリーン購入法に基
づく適合商品の購入推進に向けて、調査段階から試験的購入
など、具体的な取組みの段階に移行されたい。

41：条例の制定・施行に至ったことは高く評価できる。
　一方で、宮城県内でも大規模な風力発電、太陽光発電の計
画が目白押しで、一部の計画には関係者から強い批判が寄せ
られている。経済的なインセンティブが優先し、地元が置き去り
になるような開発はストップしなければならない。
　環境に適正に配慮し、地域に貢献する地域共生型の再エネ
普及のために「改正温対法に基づく再エネ促進区域の設定」
について取り組んでいただきたい。

38

既存の道路照明灯において、水銀
灯が未だ残っており、環境負荷を低
減するための省エネルギーに係る
取り組みが急務となっている。

道路照明灯水銀灯をLED灯へ交換
（Ｒ2年度までに160,684㎏-CO2削
減）

二酸化炭素排
出量の削減 Ａ

Ａ

A

39

みやぎ環境交付金を活用し、環境
負荷の少ない省エネルギー機器の
導入を推進する。

住宅用省エネルギー機器導入支援
事業の実施
・補助件数　40件
・補助対象機器　エコキュート、エコ
ワン、エコウィル、ペレットストーブ

Ｂ Ｂ

Ｃ

42：目標達成が容易でないことは理解するものの、排出量が増
加したのは残念である。
　地球温暖化対策は世界的に重要な施策なので、温暖化対
策の目標設定を明確にした上で、予算措置を講じて強力に推
進する必要があるのではないか。

Ａ

C Ｃ

ＢＢ

・二酸化炭素排出量の算定
・第２期計画の検証

41

再生可能エネルギーの利用等につ
いて国のエネルギー政策の動向等
を見極めながら検討する。

国の再生可能エネルギー施策の動
向の把握

再生可能エネ
ルギーの利用
や普及方法の
検討

40

環境に与える負担ができるだけ少な
い製品を優先的に購入し、環境へ
の負担を軽減する。

事務用消耗品について、グリーン購
入法に基づく適合商品の購入を推
進する。

事務用消耗品
購入に占める
グリーン購入
法に基づく適
合商品の占め
る割合

8



目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 17校

実績値 24校

（学校教育課） 結　果 達成

目標値
実施回数10回、

理解した割合70％以
上

実績値 実施回数0回

（環境課） 結　果 未達成

目標値 4回

実績値 3回

（市政情報課） 結　果 未達成

目標値 －

実績値 事業終了

（社会教育課） 結　果 －

目標値 500団体

実績値 526団体

（社会教育課） 結　果 達成

目標値 19校

実績値 13校

（ジオパーク推進室） 結　果 未達成

※

47

市民のライフステージにあった自主
的な学習活動や社会参加活動を支
援・奨励するため、指導者に関する
必要な社会教育関係団体の情報を
提供することにより、生涯学習の振
興を図る。

社会教育関係団体の登録を随時受
付、登録団体の情報共有（社会教
育課及び各教育センター、市内社
会教育施設及び体育施設（指定管
理施設）並びに庁内内部情報系シ
ステム共有文書掲載）

登録団体数
（社会教育団
体）

C Ｃ

Ａ

※

48

自然環境との関係性を認識して、保
全の必要性について考え、新たな
価値観や行動を生み出せる人材を
育てる。

校長会や教育研究会、学校教育関
係者に対しジオパーク学習の説明
会を実施する。

取組み学校数 B Ｂ

Ａ

46

自分たちが暮らす栗原市について
学習ができ、日常生活を快適なもの
にすることができるよう、暮らしに関
わる情報や健康等について学べる
市民大学を開設するもの。

暮らしに関わる情報や健康等につ
いて学べる講座を年7回開催（うち1
回は基調講演とし、これまでの心に
きざむ文化講演会を兼ねる）

Ａ Ａ

Ｂ

43：子どもの頃から環境に対する意識付けをすることは大切で
あり、今後も継続した取組みを期待したい。
　幼・小・中校の全ての学校で環境に心がけて行動が出来る仕
組みを図られたい。
　環境学習の内容を整理して、副読本のようなテキストを作成さ
れたい。

44：前年度の総評を踏まえて、高校の「総合的な探求の時間」
との連携による取組みを推進することは大いに期待したい。
　なお、どのような環境学習を希望しているのかアンケートをす
るなどの手法も工夫されたい。

45：コロナ禍で目標４回に対して３回実施したことは高く評価で
きる。
　なお、集合形式の開催方法にこだわらない方法についても
検討されたい。

47：前年度よりも登録団体数が増加しており、高く評価できる。
　今後も各団体の情報共有を進めるとともに、人財を活用す
る・さらに人材を育てて活用する取組みへの展開をお願いした
い。

48：目標は未達成だが、コロナ禍での実績・オンラインでの取
組みを行った点は高く評価できる。
　また、市内だけでの目標設定としているが、市外からも多くの
視察が来ているため、それも評価対象に加えてはいかがか。

44

ごみの分別や省エネの意識などは、
幼児期からの意識付けが重要であ
るため、市内の幼稚園で環境に係る
学習を実施することにより、環境意
識の高揚を図る。

幼稚園（年長組）を対象に、ごみの
分別の学習プログラムを実施する。

実施回数、学
習のアンケート
で理解した割
合

※ ※

45

市民からの要望に応じ、集会や会
合の場に職員が出向き、セミナーを
通じて、市の仕事などを理解してい
ただくとともに、地域の課題などにつ
いて意見交換を行いながら、意見を
市政に反映させていく。

環境に係るセミナーの開催（３回予
定）
【セミナーメニュー】
　・環境基本計画
　・ごみを減らそう！
　・ごみ処理施設の視察研修Ⅰ
　・ごみ処理施設の視察研修Ⅱ
　・放射能について

環境に係るセ
ミナーの開催
回数

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

43

身の回りの自然環境・社会環境とそ
れに関わる問題や環境の実態につ
いて関心をもたせ、調査活動や栽
培活動・清掃活動等の体験活動を
通して、より良い環境づくりのために
進んで行動しようとする意欲や実践
力を養う。

各学校で授業、行事等の実施計画
を立案するにあたり、環境に関する
活動等を計画するよう促す。

環境に関する
取組の実施
（幼稚園9園、
小学校11校、
中学校6校、義
務教育学校1
校）

参加人数
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目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値
団体数7団体以上

活動人数200人以上

実績値
団体数5団体

活動人数154人

（建設課） 結　果 未達成

目標値 128団体

実績値 130団体

（建設課） 結　果 達成

目標値 5団体

実績値 6団体

（建設課） 結　果 達成

目標値 18回

実績値 6回

（環境課） 結　果 未達成

目標値 20団体

実績値 19団体

（市民協働課） 結　果 未達成

目標値 5回以上

実績値 １回

（産業戦略課） 結　果 未達成

目標値 年間44回以上

実績値 年間44回

（環境課） 結　果 達成

情報発信回数55

毎月発行している市の広報「くりは
ら」や市ホームページ等で環境に関
する情報を発信する。

・一般廃棄物の分別方法やごみの
減量化、環境モニタリング結果等に
ついて、市民に対し周知を行う。
・市フェイスブック等を活用し、環境
教育事業等の情報発信を行う。

Ｃ

Ａ Ａ Ａ

55：初めて目標を達成したことは高く評価できる。情報発信は
非常に重要であるため、今後も継続した取組みを期待したい。
　なお、若者にも興味を持ってもらえるような媒体を積極的に
採用するなど、効果的な発信を検討されたい。

Ｂ

Ａ Ａ

Ｃ

54

市内企業の自主的な環境関連活動
を支援し、環境保全活動を推進す
る。

・栗原エコフォーラムへの支援（会議へ
のオブザーバー出席、市内のクリーン
キャンペーン、草刈り自粛期間の情報提
供等）
・大林企業協議会への支援（会議への
出席、市内のクリーンキャンペーン、草
刈り自粛期間の情報提供等）

市内企業への
環境関連の情
報提供回数

D Ｄ

Ｂ

52

自然環境を保全しながら次世代に
引き継ぐため、不法に投棄されてい
るゴミを回収する。

各地区の一斉清掃や伊豆沼・内沼
クリーンキャンペーンを市民と連携し
て実施する。 市民連携した

清掃活動等の
実施回数

Ｃ Ｃ

Ｂ

49：目標は未達成だが、前年度同数の活動団体・活動人数を
確保して取り組んでいることは評価できる。
　なお、違反広告物自体が減少することが重要であると思われ
るので、その点の実績値・考察を示してほしい。
　また、H30年度から実績は低下傾向にあることから、実態等を
踏まえた目標値の見直しについても検討されたい。

50：高齢化と後継者不足により活動団体が衰退化していく中
で、改善方法を説明する会を開催して、活動の推進を図られ
たい。

51：各団体は創意工夫をして進めているが、活動を続けるため
にも研修会や講習会を開催し促進されたい。

52：目標は未達成だが、コロナ禍での実績としては高く評価で
きる。ただし、取組み実績が年々低下していることから、実施方
法の検討も必要である。

53：目標は未達成であり、基準年次から実績が伸び悩んでい
る。環境分野としても重要な施策であり、未設立地区への働き
かけを継続されたい。
　目標項目と取組み実績の内容がちぐはぐであり、行動計画に
記されている「協議会設立マニュアル・活動拠点方針」の作成
の状況などを加えてほしい。

54：コロナ禍でも１回開催したことは一定の評価はできるもの
の、重要な取組みであるため、実施可能な方法について模索
してほしかった。

50

河川愛護精神の高揚と併せて河川
管理整備事業を促進する。

河川敷や堤防等の除草作業

活動団体数 Ａ Ａ

51

地域のボランティア活動の活性化及
び道路に関する地域環境の維持向
上を通じ、官民のパートナーシップ
の構築と住民参加のまちづくりを図
る。

各団体の地域での市道におけるボ
ランティア活動としての清掃や緑化
作業に対する活動を支援する。

活動団体数

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

49

くりはら違反広告物除去サポーター
制度要綱に基づく、ボランティア団
体（除去サポーター）が簡易な違反
広告物（電柱のはり紙等）を除去し、
良好な景観を形成する。

団体が、各計画に基づき各地域を
巡回し、簡易な違法広告物を除去
活動を支援する。

活動団体数及
び活動人数

53

地域コミュニティ活動の活性化を図
る。また、地域の環境美化意識の高
揚と公衆衛生の向上を図る。

自治会やコミュニティ推進協議会が
実施する道路愛護、花植栽整備、ご
み集積所設置等の事業に対し、コ
ミュニティ組織一括交付金の交付に
より活動費用の一部を支援する。

コミュニティ推
進協議会設立
数
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目的（何のため） 計画（何をどのように） 目標項目
担当課
評　価

審議会
評　価

施策
評価

総　　　　　評

目標値 125箇所

実績値 125箇所

（放射性廃棄物等対策室） 結　果 達成

目標値
放射能測定申請さ

れた品目数

実績値
放射能測定申請さ

れた品目数

（放射性廃棄物等対策室） 結　果 達成

目標値 182検体

実績値 182検体

（施設課） 結　果 達成

Ａ

56：市民の安心安全を守ることを大前提としながらも、これ
までの結果を踏まえた総括を行い、着地点を見据えた取
組みに舵を切ってもよいのではないか。
　測定機器の老朽化や労力・コスト面にも配慮したモニタ
リングへの移行について検討されたい。

57：件数は徐々に減少傾向にあるが、市民の食の安全を
担保するために継続した取組みを期待したい。

58：市民の安心安全を守ることを大前提としながらも、これ
までの結果を踏まえた総括を行い、労力・コスト面にも配
慮したモニタリングへの移行について検討されたい。57

平成23年3月11日に発生した東北
地方太平洋沖地震（東日本大震災）
によって引き起こされた福島第一原
子力発電所事故に起因する市内に
おける放射線量を定期的に観測し、
状況の把握を図る。

食品等放射性物質検査：自家消費
食品の測定（1申請2品目まで）

放射性物質検
査の対象品目 Ａ Ａ

58

東日本大震災による東京電力株式
会社福島第一原子力発電所の放射
性物質漏えい事故に伴い、水道水
及び浄水発生土中における放射性
セシウムのモニタリング調査を行うも
の。

稼働施設の水道水及び浄水発生土
を採取し、検査機関において測定を
行う。
水道水の測定（4回/年）、浄水発生
土の測定（12回/年）

検体数 Ａ Ａ

ＡＡ

施策・事業名
（担当課）

Ｒ３進捗状況

56

平成23年3月11日に発生した東北地方
太平洋沖地震（東日本大震災）によって
引き起こされた福島第一原子力発電所
事故に起因する市内における放射線量
を定期的に観測し、状況の把握を図ると
ともに広報やホームページ等により市民
に情報を提供する。

教育施設や保管施設等における測
定

放射線の測定
箇所
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